
I-1 我が国の社会経済の現況に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 厚生労働省が平成 29年 5月に公表した平成 28年労働災害発生状況によると、平成 28年の労働災

害による死亡者数は 928人で、前年に比べ 44人減少となり、2年連続で過去最少となった。 

② 日本政府観光局が平成 30 年 1 月に発表した平成 29 年の訪日外客数は、前年比約 2 割増で 2,800

万人を超え、統計を取り始めた昭和 39年以降で最多となった。 

③ 平成 29年版交通安全白書によると、平成 28年末の 75歳以上の運転免許保有者数は 500万人を超

え、75歳以上の運転者の死亡事故件数は、 75歳未満の運転者と比較して、免許人口 10万人当た

りの件数で 2割程度多く発生している。 

④ 平成 29年版過労死等防止対策白書によると、我が国の労働者 1人当たりの年間総実労働時間は緩

やかに減少し、平成 28年は前年比 10時間の減少となり、4年連続で減少 

している。 

⑤ 自動車輸送統計年報平成 28 年度分によると、平成 28 年度の自動車による貨物輸送量は輸送トン

数では 43 億 78 百万トン、自動車による旅客輸送量は輸送人員では 60 億 35 百万人となり、いず

れも前年度を上回っている。 

正解は③ 

【解説】2割程度多く→2倍以上多く 

 

 

I-2 我が国の社会資本整備に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① ETC2.0は、路側機と走行車両が双方向で情報通信を行うことにより、これまでの ETCと比べ、大

量の情報の送受信が可能となる、経路情報の把握が可能となるなど、格段と進化した機能を有して

いる。 

② 中央新幹線については、「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、国土交通大臣が営業主体及び建設主

体として JR 東海を指名し、東京・大阪聞について、整備計画の決定並びに建設の指示を行った。 

③ 世界的な海上輸送量は年々増加してきており、コンテナ及びバルク貨物輸送船舶の大型化が進展

している。このような状況において、コンテナについてはアジア各国の主要港が順調に取扱貨物量

を増やし、寄港地の集約により日本へ寄港する国際基幹航路の便数も増加している。 

④ 首都圏空港の機能強化に向け、平成 27 年に羽田・成田両空港の年間合計発着枠 75 万回化を達成

し、さらに平成 32 年までに両空港の年間合計発着枠を約 8 万回拡大することに取り組んでいる。 

⑤ 汚水処理施設の普及率は、平成 26年度末において全国で約 90%になったものの、人口 5万人未満

の中小市町村における汚水処理施設の普及率は約 78%と低い水準にとどまっている（いずれも、東

日本大震災の影響により、調査対象外とした福島県の一部市町村を除いた集計データによる）。 

正解は③または⑤ 出題ミスにて両方正解になった 

【解説】③については、日本に寄港する国際基幹航路は横ばいまたは減少。 

    ⑤については、78％ではなく 77％。 

 

 

 

 

  



I-3 公共工事の品質確保等に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 品質確保の観点から、適切に低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定する等の必要な措置を

講じることにより、ダンピング受注を防止することは重要である。 

② 発注者は、公共工事の適正な履行を確保するための体制を整備しておくことが原則であるが、そ

の技術者が不足する場合には性能規定発注方式の活用が品質確保のための有効な手段となり得る。 

③ CM（コンストラクション・マネジメント）方式を用いることにより、設計・発注・施工の各段階に

おける民間のマネジメント技術の活用、品質管理の徹底が期待される。 

④ 品質マネジメントシステムを規定している JIS Q9001 では、製品やサービスの不具合等の組織内

部に起因するリスクや、顧客ニーズの変化等の組織外部に起因するリスクなど、組織を取り巻くリ

スクを特定し、それらのリスクに取り組むことが 2015年の改訂で要求事項として取り入れられた。 

⑤ 公共工事の品質は、完成後の点検、診断、維持、修繕その他の維持管理を適切に行い、将来にわた

り確保することが重要である。 

正解は② 

【解説】性能規定での発注と技術者確保は別の問題。 

 

 

I-4 公共事業におけるコスト縮減に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 国土交通省は、「i-Construction」のトップランナー施策として、「ICTの全面的な活用（ICT土工）」、

「全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）」、及び「施工時期等の平準化（2カ年国債

の活用やゼロ国債の設定等）」を推進している。 

② 「事業促進 PPP 方式」は、調査及び設計段階から発注関係事務の一部を民間に委託する方式であ

り、官民双方の技術者が有する多様な知識・豊富な経験の融合により、調査及び設計段階から効率

的なマネジメントが期待できる。 

③ 「設計 VE」は、ライフサイクルコストを考慮した経済性を追求しつつ、必要な機能を確実に達成

することを目的として、設計段階において施設の機能を検討・分析し、最適な機能確保を目指す取

組である。 

④ 「ECI 方式」は、設計段階から施工者が関与することにより発注時に詳細仕様の確定が困難な事業

に対応する契約方式であり、施工性等の観点から施工者の提案が行われることから、施工段階にお

ける設計変更発生リスクの減少が期待できる。 

⑤ 国土交通省は、行き過ぎたコスト縮減は品質の低下を招く恐れもあることから、これまでの

VFM(Value for Money）最大化を重視した「総合的なコスト構造改善」から「総合的なコスト縮減」

を推進している。 

正解は⑤ 

【解説】「総合的なコスト構造改善」から「総合的なコスト縮減」→「総合的なコスト構造改善」 

  



I-5 国土形成計画に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 「国土形成計画法」は、国土の自然的条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策の総合的

見地から国土の利用、整備及び保全を推進するため、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を

営むことができる経済社会の実現に寄与することを目的として制定された。 

② 国土形成計画は、全国計画と広域地方計画とからなっており、この全国計画は、国土利用計画法に

基づく全国の区域について定める国土の利用に関する計画と一体のものとして定めなければなら

ない。 

③ 平成 27年に閣議決定された第二次国土形成計画（全国計画）においては、国土づくりの目標とし

て、「安全で、豊かさを実感することのできる国」、「経済成長を続ける活力ある国」、「国際社会の

中で存在感を発揮する国」の 3つが掲げられている。 

④ 首都圏広域地方計画と首都圏整備計画の対象区域は同一であるため、すでに策定されていた首都

圏整備計画をもって、首都圏広域地方計画とみなすこととされている。 

⑤ 広域地方計画を定めようとするときは、あらかじめ国民の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるとともに、国の地方行政機関等により組織された広域地方計画協議会における協議を経て、

関係各行政機関の長に協議しなければならない。 

正解は④ 

【解説】首都圏整備計画は 1都 7県、首都圏広域地方計画が 1都 11県で対象区域が異なる。 

 

 

I-6 我が国において現在推進されている「都市再生」及び「地方再生」に関する次の記述のうち、最

も不適切なものはどれか。 

① 都市再生緊急整備地域内において都市再生事業を施行しようとする民間事業者は、民間都市再生

事業計画を作成し、国土交通大臣の認定を申請することができる。 

② 地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域経済の活性化、地域における雇用機会の

創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域再生法が定められた。 

③ 地域再生基本方針においては、地域の自主的・自立的な取組とそれを尊重した国の支援とがあい

まって、我が国の活力の源泉である地域の活力の再生を加速し、持続可能な地域再生を実現するこ

とが、地域再生の意義であるとされている。 

④ 都市再生基本方針においては、我が国の活力の源泉である都市について、その魅力と国際競争力

を高め、都市再生を実現するためには、官民の関係者が総力を傾注することが重要であるとされて

いる。 

⑤ 都市再生基本方針においては、我が国の都市における今後のまちづくりは、都市の基本的構造の

在り方について見直しを行い、地方公共団体が中心となって、都市の全域にわたり公共公益施設の

整備を図るための戦略を立地適正化計画に定めることが重要であるとされている。 

正解は⑤ 

【解説】立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能の誘

導により、都市全域を見渡したマスタープラン。 

 

 

  



I-7 建設環境に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 「水質汚濁防止法」に基づく、水質汚濁防止対策として、特定事業場の排水口における排水基準を

設けていることに加え、東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海を対象として汚濁負荷量の総量削減計画を策

定している。 

② 「環境影響評価法」に定める第二種事業を実施しようとする者は、同法に基づき環境影響評価その

他の手続きを実施する必要があるかどうかの判定を受けることなく、その手続きを実施できる。 

③ 「公害紛争処理法」では、環境基本法に定める公害やその他電波障害などの環境に係る紛争を迅速

かっ適正に解決することを目的に、あっせん、調停、仲裁及び裁定の制度が設けられている。 

④ 環境省が策定し、使用しているレッドリストのカテゴリ一定義として、絶滅危倶Ⅱ類は、絶滅の危

険が増大している種で、現在の状態をもたらした圧迫要因が引き続き作用する場合、近い将来、上

位カテゴリーに移行することが確実と考えられるものが定義される。 

⑤ 「土壌汚染対策法」に基づき、都道府県知事は、土壌の特定有害物質による汚染により人の健康被

害が生ずるおそれがあるものとして政令で定める基準に該当する土地があると認めるときは、そ

の土地の汚染の状況について、その土地の所有者等に対して、調査をさせて、その結果を報告すべ

きことを命ずることができる。 

正解は③ 

【解説】公害紛争処理法は電波障害は含まない。 

 

 

I-8 建設環境に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

① グリーンインフラは、自然環境が有する機能を社会における様々な課題解決に活用しようとする

考え方で、昨今、海外を中心に取組が進められ、我が国でもその概念が導入されつつある。 

② 国土交通省が 2006 年に定めた「公共建設工事における『リサイクル原則化ルール』」とは、建設

資材の利用や建設副産物の処理において、費用が従来と同等であれば、再生資源の利用及び再資

源化施設の活用を原則とする措置のことである。 

③ 地球温暖化は、大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスが増えることを要因として気温が上昇す

る現象で、都市部の気温が郊外に比べて高くなる大きな原因となっている。 

④ 国連気候変動枠組条約におけるパリ協定とは、 2015年にフランスのパリで開催された第 21回締

約国会議（COP21）において採択されたもので、途上国を除く各国の温室効果ガスの排出削減目標

を定めている。 

⑤ SDGs（持続可能な開発目標）とは、 2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継と

して、 2015 年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2020 アジェンダ」に

て記載された 2016年から 2020 年までの国際目標である。 

正解は① 

【解説】②は経済性に関わらず原則リサイクル／③はヒートアイランドと温室効果ガスの増加は関

連しない。／④は途上国にも削減を求めている。／⑤は 2030 年まで。 

 

  



I-9 防災に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 「大規模災害からの復興に関する法律」は、大規模災害による被害を受けた地方公共団体を補完す

るため要請に基づいて、漁港、道路、海岸保全施設、河川等の災害復旧事業について国等が代行で

きるものであり、平成 28年熊本地震における地方道の復旧の際に初めて適用された。 

② 総務省消防庁の調査によると、災害時のボランティアの受入体制を地域防災計画などで定めてい

る地方公共団体は、平成 29年 4月時点で、都道府県と市町村の各々で全体の約 9割である。 

③ 平成 29年版防災白書によると、災害時における支援物資の供給体制には避難者の多様なニーズに

応じて物資を調達・搬送するプル型物資支援と被災地の要望を待たずして物資を調達・搬、送する

プッシュ型物資支援があり、プッシュ型物資支援は平成 28年熊本地震における物資支援で初めて

実施された。 

④ 平成 29年の「水防法」改正により、洪水や土砂災害のリスクが高い区域にある要配慮者利用施設

の所有者又は管理者に対し、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務づけられることとな

った。 

⑤ 平成 28 年度国土交通白書によると、「津波防災地域づくりに関する法律」において都道府県知事

が設定し公表しなければならないとされている最大クラスの津波を想定した津波浸水想定は、平

成 29年 3月末時点で、30道府県から公表されている。 

正解は②または④ 出題ミスにて両方正解になった 

【解説】②は、都道府県は 9割強だが、市町村が 4割弱。 

④は、土砂災害は水防法ではなく土砂災害防止法。 

 

 

  



I-10 防災に係る近年の取組に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 国の行政機関や地方公共団体等の防災関係機関は、災害対策基本法、防災基本計画等に基づき、

災害発生時の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の向上を目的として、防災訓練を実

施することとされている。 

② 「気候変動の影響への適応計画」（平成 27年 11月 27日閣議決定）によると、気候変動の影響に

ついては、将来は、渇水の深刻化、水害・土砂災害を起こしうる大雨の増加、高潮・高波リスク

の増大、夏季の熱波の頻度の増加などのおそれがあることが示されている。 

③ 「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」（平成 26年 3月 28日中央防災会議）によると、津波

対策については、海岸管理者等は、最大規模の津波を対象として海岸保全施設等を整備するが、

津波が越流した場合にも、後背地の被害の軽減を図ることができるよう、海岸保全施設等の効果

が粘り強く発揮される構造とする。 

④ アジア防災センターは、平成 7年の阪神・淡路大震災の教訓をはじめ、我が国の災害教訓をアジ

ア地域と共有するため、平成 10 年に兵庫県神戸市に設立されたものであり、現在、災害情報の共

有、加盟国の人材育成、コミュニティの防災力向上などの活動を行っている。 

⑤ 災害対策基本法第四十条第四項に基づき、都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を作成

し、又は修正したときは、速やかにこれを内閣総理大臣に報告するとともに、その要旨を公表し

なければならない。 

正解は③ 

【解説】最大規模ではなく、レベル 1津波（数十年～百数十年に 1回程度）。 

 

 

I-11 我が国の循環型社会の形成に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 平成 24年度の建設廃棄物の排出量のうち、アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊及び

建設発生木材の 3品目の排出量のシェアは 80%を超えている。 

② 循環型社会形成のための課題の 1つである 3Rとは、リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、

リサイクル（再生利用）であり、その優先順位は、リデュース、リユース、リサイクルの順となっ

ている。 

③ 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づく調達方針によ

り、国土交通省は、公共工事における資材、建設機械、工法、目的物について、環境物品等の調達

を積極的に推進 Lている。 

④ 下水汚泥のリサイクル率は平成 17 年度以降は 70%以上となっていたものの、平成 23 年度は東日

本大震災の影響で急減した。それ以降は順調に上昇して、平成 27年度は 68%まで回復している。 

⑤ 国土交通省は平成 26 年 9月に第 4 次行動計画となる「建設リサイクル推進計画 2014」を策定し、

その中で、建設廃棄物全体の再資源化・縮減率と建設発生土の有効利用率の平成 30 年度目標を、

いずれも 90%以上とじている。 

正解は⑤ 

【解説】「建設リサイクル推進計画 2014」p.17 平成 30年度目標は建設廃棄物全体 96%、建設発生

土 80% 

 

 



I-12 我が国の建設産業に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 建設キャリアアップシステムとは、技能者の現場における就業履歴や保有資格などを、技能者に

配布する IC カードを通じて業界統一のルールでシステムに蓄積することにより、技能者の処遇の

改善や技能の研鍛を図ることを目指すものである。 

② 平成 28 年度の建設投資を発注者別に見ると、民間投資が全体の約 60%、政府投資が約 40%の割合

である。民間投資の 80%以上を建築工事、政府投資の 80%以上を土木工事が占めている。 

③ 建設業全体の売上高営業利益率は長らく 1%台で低迷していたが、近年は建設市場の回復を背景と

して上昇傾向にある。特に平成 24 年度以降は急激に上昇しており、平成 27 年度においては 3.9%

に達している。 

④ 建設業許可業者数（年度末時点）は、平成 11 年度末をピークに平成 28 年度末まで減少を続けて

いる。この間、個人及び資本金の額が 5000万円未満の法人の許可業者数は、ほぼ横ばいで推移し

ている。 

⑤ 建設業の平成 28 年の年間労働時間は約 2100 時間と、全産業の平均よりも約 300 時間多い。これ

は建設現場に週休 2 日がほとんど普及していないことが大きな要因である。建設業の働き方改革

を実現していく上で、建設現場における週休 2日の推進は重要な課題である。 

正解は④ 

【解説】横ばいではなく減少。特に個人と、資本金 1,000 万円～2,000万円の業者の減少が顕著 

 

 

I-13 「交通政策基本法」に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① この法律では、政府は、交通に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「交通政策基本

計画」を定めなければならないとされている。 

② この法律では、国は、交通に関し、国際的な連携の確保及び国際協力を推進するため、必要な施策

を講ずるものとされている。 

③ この法律では、地方公共団体は、交通に関する施策を、まちづくりなどの観点を踏まえながら、総

合的かつ計画的に実施するものとされている。 

④ この法律では、交通関連事業者は、観光立国の実現のため、多言語案内表示など外国人観光客に対

する情報提供に関する計画を作成し、国に提出しなければならないとされている。 

⑤ この法律では、国民等は、本法に示された基本理念の実現に向けて自ら取り組むことができる活

動に主体的に取り組むよう努めるものとされている。 

正解は④ 

【解説】そのような強制はない。 

 

 

  



I-14 我が国の人口及び将来推計人口に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、

将来推計人口は、ここでは 2017 年 4月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した平成 27 

(2015）年国勢調査に基づく出生中位・死亡中位を仮定した推計値をいう。 

① 国勢調査による 2015年 10月 1日の人口は、1920年の調査開始以来、初めての減少となった。 

② 国勢調査によれば、 2015 年 10月 1日の総人口に占める 15～64歳の人口の割合は、約 60%とな

っている。 

③ 国勢調査による 2010年 10月 1日から 2015年 10月 1日の人口の増減を見ると、全国の市町村数

の 80%を超える市町村で人口が減少している。 

④ 2065 年の総人口は、9,000万人を割り込むと見込まれている。 

⑤ 2065 年の総人口に占める 65 歳以上の人口の割合は、50%を超えると見込まれている。 

正解は⑤ 

【解説】平成 29 年版高齢社会白書では、2065年の高齢化率は 38.4％となっている。 

 

 

I-15 平成 28年度国土交通白書に示された ICTの利活用に関する次の記述のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

① 国土交通分野における情報化施策は、内閣総理大臣を本部長とする IT総合戦略本部（高度情報通

信ネットワーク社会推進戦略本部）と連携して推進されている。 

② 高度道路交通システム（ITS）として社会に浸透したものの 1つに、走行経路案内の高度化を目指

した道路交通情報通信システム（VICS）があり、旅行時間や渋滞状況、交通規制等の道路交通情報

が提供されている。 

③ 「G空間社会（地理空間情報高度活用社会）」の実現のため、ICT等の技術を用いて、地理空間情報

の更に高度な利活用に向けた取組が推進されている。 

④ 河川の流量・水位観測においては、グリーンレーザーを活用した流速計や CCTV 等の映像を活用し

た画像解析といった新たな技術の導入・実用化を進めている。 

⑤ CIM (Construction Information Modeling）は、調査・計画・設計段階から施工、維持管理の各

段階において、 3次元モデルを連携・発展させ、すべての段階のプロセスのシームレス化を図る

ものであり、制度・技術両面から導入・推進に向けた検討が進められている。 

正解は④ 

【解説】グリーンレーザーは地形測量に使われているのであって流速測定ではない。 

 

 

  



I-16 平成 28年度国土交通白書に示された技術基準や規格の国際標準化に向けた国土交通省の取組

に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 土木・建築・住宅分野において、外国建材の性能認定や評価機関の承認等の制度の運用や、JICA

等による技術協力等を実施し、また、設計・施工技術の ISO制定に参画するなど、土木・建築分

野における基準及び認証制度の国際調和の推進に取り組んでいる。 

② 高度道路交通システム分野において、効率的なアプリケーションの開発、国際貢献、圏内の関連

産業の発展等を図るため、ISOや国際電気通信連合（ITU）等の国際標準化機関における ITS技術

の国際標準化を進めている。 

③ 地理情報分野では、異なる地理情報システム（GIS）間で地理空間情報を相互利用することによ

る情報流出の防止を図るため、情報の非互換性を確保することを目的として、地理情報に関する

専門委員会（ISO/TC211）における国際規格の策定に積極的に参画している。 

④ 鉄道分野では、鉄道分野専門委員会(IS0/TC269）において、個別規格の提案及び委員会の運営に

貢献するなどの中心的な役割を担い、成果を上げている。引き続き、IS0/TC269や国際電気標準会

議（IEC）の鉄道分野専門委員会（TC9）等の国際会議等における存在感を高め、鉄道技術の国際

標準化の推進に取り組むこととしている。 

⑤ 下水道分野において、「水の再利用」に関する専門委員会（IS0/TC282）、「汚泥の回収、再生利

用、処理及び廃棄」に関する専門委員会（IS0/TC275）等へ積極的・主導的に参画している。 

正解は③ 

【解説】互換性確保が目的なので、明らかに間違い。 

 

 

I-17 発電に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた「コンバインドサイクル発電」では、蒸気タービンの

みの発電に比べ、発電電力量当たりの二酸化炭素排出量が多くなる。 

② 「沸騰水型原子力発電」では、原子炉圧力容器に入っている燃料が核分裂することにより、原子炉

圧力容器内の水が熱せられて蒸気となり、そのままタービンに送られて発電機を回す。 

③ 「流れ込み式水力発電」では、河川を流れる水を貯めることなく、そのまま発電に使用する。 

④ 「バイオマス発電 j では、家畜排泄物や生ごみなど、捨てていたものを資源として活用すること

で、地球環境の改善に貢献できる。 

⑤ 「風力発電」のうち、水平軸プロペラ型風車では、台風などで、風が強すぎるときは、風車が壊れ

ないように可変ピッチが働き、風を受けても風車が回らないようにしているものもある。 

正解は① 

【解説】コンバインドサイクルでは CO2排出が少なくなる。 

 

 

  



I-18 次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

① 過圧密粘土では、現在の圧密圧力 pから圧密降伏圧力 pcまでの圧力増分による沈下量を、pcを

超える圧力増分による沈下量の 1/2と仮定して求めることが多い。 

② クーロンの土圧理論は、半無限水平地盤において塑性平衡応力を求め、そこに壁面摩擦がない鉛

直な壁面が存在するとして、壁面に作用する土圧から主働土圧及び受働土圧を求める理論であ

る。 

③ 地震波は実体波と表面波に大別でき、表面波は弾性体中を進行方向に振動し体積変化を伴う縦波

と、進行直角方向に振動し体積変化を伴わない横波の 2種類があり、前者は後者より速度が大き

い。 

④ 土は含水比が減少することで、液体、塑性体、半固体、固体へと変化するが、液体と塑性体の境

界での含水比を流動限界、塑性体と半固体の境界での含水比を塑性限界、半固体と固体の境界で

の含水比を収縮限界と呼び、これらを総称してコンシステンシー限界という。 

⑤ ブーシネスクは、地盤を弾性体と仮定して、集中荷重が作用したときの地中の増加応力を求める

式を導いた。 

正解は⑤ 

【解説】①は 1/2 ではなく 1/8～1/10、②はランキン土圧の記載、③P と S 波があるのは実体波、

④流動限界ではなく液性限界 

 

 

I-19 次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① 施工パッケージ型積算方式とは、直接工事費について施工単位ごとに機械経費、労務費、材料費を

含んだ標準単価を設定し、積算する方式のことである。 

② 粗骨材の最大寸法とは、質量で骨材の 90%以上が通るふるいのうち、最小寸法のふるいの呼び寸法

で示される粗骨材の寸法のことである。 

③ TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）は、大規模自然災害が発生し、文は発生するおそれがある場合

において、被災地方公共団体等が行う災害応急対策に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施

することを目的に平成 20年度に設置されたものである。 

④ MICEとは、企業等の会議、企業等の行う報奨・研修旅行、国際機関・団体・学会等が行う国際会

議、展示会・見本市、イベント等、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等の総称のこと

である。 

⑤ スマートコミュニティとは、高密度で近接した開発形態、公共交通機関でつながった市街地、地域

のサービスや職場までの移動の容易さ、という特徴を有した都市構造のことである。 

正解は⑤ 

【解説】記述はコンパクトシティ（集約型都市構造） 

 

 

  



I-20 次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。 

① タイムラインとは、災害の発生を前提に、防災関係機関が連携して災害時に発生する状況を予め

想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」,「何をするか」に着目して、防災行動とその実施主体を

時系列で整理した計画である。 

② 国土交通省は、平成 30 年 3月、「建設業働き方改革加速化プログラム」を策定し、週休 2日の実

施に伴う必要経費を的確に計上するため、労務費等の補正の導入、共通仮設費、現場管理費の補

正率の見直しを行った。 

③ エントラップトエアとは、 AE 剤又は空気連行作用のある混和剤を用いてコンクリー卜中に連行

させた微細な空気泡をいう。 

④ 国土交通省は、民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等で積極的に活用するた

めの仕組みとして、新技術のデータベース（NETIS）を活用した「公共工事等における新技術活用

システム」を運用している。 

⑤ 「浸水被害対策区域」制度は、頻発する局地的な大雨等に対して、都市再開発等のまちづくりに

併せて、迅速で効率的な浸水対策を推進するために、公共下水道管理者と民間の事業者との連携

による浸水対策を可能とする制度であり、平成 27年 7月に施行された改正下水道法により創設さ

れた。 

正解は③ 

【解説】記述はエントレインドエア 

 


